
 

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金） 

交付要領 

（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事業）） 

 

令 和 ７ 年 ５ 月 ７ 日 

国 空 計 第 2 9 号 

 

国土交通省航空局長 

 

第１ 通 則 

新しい地方経済・生活環境創生交付金制度要綱（令和７年１月 31日付け府地創第 22号

及び府地事第 41号内閣府事務次官通知、６農振第 2322号農林水産事務次官通知、2025

0121財経第１号経済産業事務次官通知、国総政第 45号国土交通事務次官通知、環政総

発第 2501303号環境事務次官通知。以下「制度要綱」という。）第６ １ ３）に定める新し

い地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）（以下「交付金」という。）のインフラ整

備事業の交付に関しては、制度要綱、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（昭和 30年法律第 179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令

（昭和 30年政令第 255号。以下「適正化法施行令」という。）、新しい地方経済・生活環境

創生交付金（第２世代交付金）交付要綱（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事

業））（令和７年５月７日付け国空計第 29号。以下「要綱」という。）、その他の法令及び関連

通知のほか、この要領に定めるところによるものとする。 

 

第２ 交付申請 

１ 要綱第８の交付申請書の様式は、様式第１のとおりとする。 

 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

  (1) 適正化法施行令第３条第２項第３号に掲げる事項を記載した書類 

  (2) 次に掲げる工事を施工しようとする施設の設計図書 

    ① 工事を施工しようとする施設の位置図、平面図、縦断面図、横断面図、構造図そ

の他工事の施工に関し必要な図面。 

   ② 各種の構造物の構造計算書（各種舗装、カルバート、擁壁、排水溝等の重要な

構造物に係るものに限る。） 

   ③ 数量計算書 

 

３ １の申請書の提出時期は、当該申請に係る交付金の交付対象となる事業（以下「対象

事業」という。）を施行しようとする国の会計年度の８月 31日までとする。ただし、国土交

通大臣が他の日を指定したときは、その日までとする。 

 



第３ 変更交付申請 

要綱第９の変更交付申請書の様式は、様式第２のとおりとする。第２ ２の規定は、変更

交付申請書を提出する場合について準用する。 

 

第４ 交付決定 

要綱第 10の交付決定通知書の様式は、様式第３のとおりとする。 

 

第５ 申請の取り下げ 

要綱第 11の申請取下書の様式は、様式第４のとおりとする。 

 

第６ 遂行状況報告 

要綱第 12の遂行状況報告書の様式は、様式第５のとおりとする。    

 

第７ 実績報告 

要綱第 13に定める実績報告の様式は、様式第６又は様式第７のとおりとする。第２ ２の

規定は、実績報告書を提出する場合について準用する。 

 

第８ 交付金の額の確定等 

要綱第 14に定める交付額確定通知書の様式は、様式第８のとおりとする。 

 

第９ 財産の処分 

要綱第 15に定める財産処分承認申請書の様式は、様式第９のとおりとする。第２ ２の

規定は、財産処分承認申請書を提出する場合について準用する。 

 

第 10 事業の適正な実施 

実施主体は、要綱第６ ３に規定する交付金の他の事業への充当等、事業の適正な実施

を図るため、要綱第８及び要綱第９に定める申請、要綱第 13に定める報告を行うときは、

様式第 10を作成し添付するものとする。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４. 交付金の額の確定は、対象事業に要した配分経費ごとの実績額に交付率を乗じて 

 得た額と配分経費に対応する交付金の額（変更されたときは変更後の額とする。）

とのいずれか低い額の合計額とする。ただし、雑収入又は残存物件がある場合は、雑

収入額又は残存物件の適正な評価額に補助率等を乗じて得た額を差し引いた後の額と

する。 

 

５. 交付申請者は、空港法（昭和３１年法律第８０号）、同法施行令（昭和３１年政令

第２３２号）及び同法施行規則（昭和３１年運輸省令第４１号）並びに補助金等に係

る 予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）及び同法施行令

（昭和３０年政令第２５５号）並びに新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世

代交付金）交付要綱（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事業））（令和７

年５月７日付け国空計第２９号）及び残存物件取扱要綱（昭和４８年空管第２７２号

の（８））に従わなければならない。 
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